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告 示

石川県告示第375号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第９条の５第１項の規定により、七尾市長から同市の区域内に次のとおり新た

に土地が生じたことを確認した旨の届出があった。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

位　　　　　置 面　　積

大田町111部１、７、27、28の各地先公有水面埋立地 18,360.07㎡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

石川県告示第376号

　令和６管理年度知事管理漁獲可能量の設定並びに公表について（くろまぐろ（小型魚）、くろまぐろ（大型魚）及

びするめいか）（令和６年石川県告示第112号）の一部を令和６年９月26日に変更したので、漁業法（昭和24年法律第

267号）第16条第５項において準用する同条第４項の規定により公表する。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

変更後 変更前

第２　くろまぐろ（大型魚）

　１�　都道府県別漁獲可能量について本県に定められ

た数量

　　　34.1トン

　２　知事管理区分に配分する数量

知事管理区分 配分数量

石川県定置網漁業 28.1トン

石川県漁船漁業 4.0トン

第２　くろまぐろ（大型魚）

　１�　都道府県別漁獲可能量について本県に定められ

た数量

　　　38.1トン

　２　知事管理区分に配分する数量

知事管理区分 配分数量

石川県定置網漁業 32.1トン

石川県漁船漁業 4.0トン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

石川県告示第377号
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　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）に規定する特定調達

契約につき、随意契約の相手方を決定したので、次のとおり随意契約の相手方等について告示する。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

１　随意契約に係る物品等の名称及び数量

　　教員仮設宿舎借上　一式

２　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　　石川県教育委員会事務局庶務課

　　金沢市鞍月１丁目１番地

３　随意契約の相手方を決定した日

　　令和６年６月20日

４　随意契約の相手方の名称及び所在地

　　株式会社アーキビジョン二十一

　　北海道千歳市泉沢1007番地168

５　随意契約に係る契約金額

　　199,967,724円

６　契約の相手方を決定した手続

　　随意契約

７　随意契約の理由

　　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の２第１項第５号の規定に該当するため

公 告

入　札　公　告

　次のとおり一般競争入札を実施する。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

１��調達内容

　⑴　調達件名及び数量

　　　セキュリティ対策ソフトのライセンス　一式

　⑵　調達件名の特質等

　　　入札説明書による。

　⑶　納入期限

　　　令和６年11月30日

　⑷　納入場所

　　　別途指定する場所

２��入札方法

　�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金

額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の

110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

３��入札に参加する者に必要な資格に関する事項

　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

　⑵�　平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入

札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等（平成９年石川県告示第581号）に基づき、

令和６年度において競争入札参加者資格を有すると認められた者であること。

　⑶　指名停止の措置を受けている者でないこと。

４��契約条項を示す場所等

令和６年 10 月 15 日（火曜日） 第１３７４９号2 石 川 県 公 報



　⑴　契約条項を示す場所及び問合せ先

　　　〒920－8580��金沢市鞍月１丁目１番地

　　　石川県総務部デジタル推進監室県庁デジタル推進課ネットワーク管理グループ

　　　電話番号��076－225－1322����FAX 番号��076－225－1319

　⑵　入札説明書の交付方法

　　　⑴の場所において交付

　⑶　入札説明書の交付期間

　　�　令和６年10月15日（火）から同月25日（金）までの石川県の休日を定める条例（平成元年石川県条例第16号）

第１条第１項に規定する県の休日を除く毎日午前９時から午後５時まで

５��入札の日時及び場所

　　令和６年11月８日（金）午前10時

　　〒920－8580��金沢市鞍月１丁目１番地

　　石川県庁行政庁舎５階　打合せ室１（デジタル推進監室横）（入札後、即時開札する。）

６��入札に関する注意事項

　⑴　入札参加者は、入札説明書及び契約書案を熟覧の上、入札しなければならない。

　⑵　入札参加者は、金額を示した見積内訳書を持参しなければならない。提出を求めることがある。

　⑶　郵便又は電報による入札を認めないので、入札参加者は、５に定める入札の日時及び場所に集合すること。

７��その他

　⑴　入札保証金及び契約保証金

　　　免除

　⑵　入札の無効

　　�　この公告に示した競争入札参加者資格のない者の提出した入札書、入札者に要求される義務を履行しなかった

者の提出した入札書その他入札説明書に示す無効の入札書に掲げる入札書は、無効とする。

　⑶　契約書作成の要否

　　　要

　⑷　落札者の決定方法

　　�　石川県財務規則（昭和38年石川県規則第67号）第119条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

　⑸　入札又は開札の取消し又は延期による損害

　　�　天災その他やむを得ない事由がある場合又は入札に関し不正行為がある等により明らかに競争の実効がないと

認められる場合は、入札又は開札を取り消し、又は延期することがある。この場合において、入札又は開札の取

消し又は延期による損害は、入札者の負担とする。

　⑹　その他

　　　詳細は、入札説明書による。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

石川県土地利用基本計画の変更に係る要旨の公表

　国土利用計画法（昭和49年法律第92号）第９条第１項の規定により定めた石川県土地利用基本計画を変更したので、

その要旨を次のとおり公表する。

　なお、その関係書類は、石川県企画振興部企画課に備え置いて縦覧に供する。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　変更の要旨

　石川県土地利用基本計画に表示する都市地域の一部変更

区　分
変　　更　　前 変　　更　　後

面　　　積 県土面積に対する割合 面　　　積 県土面積に対する割合

都市地域 104,089ha 24.9％ 104,091ha 24.9％
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大規模小売店舗の変更の届出の公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により、次のとおり大規

模小売店舗の変更の届出があった。

　なお、法第８条第２項の規定に基づき、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のた

め配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４月以内に、県に対し、意見書の提出により意見を

述べることができる。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　�（仮称）スーパーセンタートライアル野々市店

　　野々市市三日市２丁目52

２　変更した事項�

　⑴　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　　�（変更前）株式会社ヤマダ電機

　　　　　　　　代表取締役　山田　昇

　　　　　　　　群馬県前橋市日吉町四丁目40番地の11

　　　�（変更後）株式会社ヤマダホールディングス

　　　　　　　　代表取締役　山田　昇

　　　　　　　　群馬県高崎市栄町１番１号

　⑵　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　　�（変更前）ヤマダ電機テックランド野々市店

　　　　　　　　石川郡野々市町北西部土地区画整理事業施行地区72街区１番

　　　�（変更後）　（仮称）スーパーセンタートライアル野々市店

　　　　　　　　野々市市三日市２丁目52

　⑶　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　　�（変更前）株式会社ヤマダ電機

　　　　　　　　代表取締役　山田　昇

　　　　　　　　群馬県前橋市日吉町四丁目40番地の11

　　　�（変更後）株式会社トライアルカンパニー

　　　　　　　　代表取締役　石橋　亮太

　　　　　　　　福岡県福岡市東区多の津一丁目12番２号

３　変更の年月日

　　２⑴　設置者の名称　　　　　　令和２年10月１日

　　　　　設置者の住所　　　　　　平成20年７月１日

　　２⑵　大規模小売店舗の名称　　令和６年10月18日

　　　　　大規模小売店舗の所在地　平成29年２月１日

　　２⑶　小売業者の名称　　　　　令和６年10月18日

　　　　　小売業者の代表者　　　　令和６年10月18日

　　　　　小売業者の住所　　　　　令和６年10月18日

４��変更する理由

　　２⑴　設置者の住所変更及び持株会社体制への移行に伴う名称変更のため

　　２⑵　小売業者の入退店による名称変更及び土地区画整理事業の換地処分に伴う町名変更のため

　　２⑶　小売業者の入退店による名称及び代表者並びに住所変更のため

５��届出年月日

　　令和６年10月２日

６��届出等の縦覧場所

　　石川県商工労働部経営支援課、石川県行政情報サービスセンター及び野々市市地域政策部地域振興課

７��届出等の縦覧期間
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　　令和６年10月15日から令和７年２月15日まで

８��意見書の提出期限及び提出先並びに問合せ先�

　　令和７年２月15日

　　金沢市鞍月１丁目１番地

　　石川県商工労働部経営支援課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大規模小売店舗の変更の届出の公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第２項の規定により、次のとおり大規

模小売店舗を変更する旨の届出があった。

　なお、法第８条第２項の規定に基づき、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のた

め配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４月以内に、県に対し、意見書の提出により意見を

述べることができる。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　�（仮称）スーパーセンタートライアル野々市店

　　野々市市三日市２丁目52

２　変更しようとする事項

　⑴　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

　　　荷さばき施設の位置及び面積

　　　�（変更前）位置　縦覧による

　　　　　　　　容量　297平方メートル

　　　�（変更後）位置　縦覧による

　　　　　　　　容量　322平方メートル

　⑵　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

　　ア　小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

　　　　�（変更前）株式会社ヤマダ電機　　　　　　10時から21時45分まで

　　　　�（変更後）株式会社トライアルカンパニー　24時間

　　イ　来客が駐車場を利用することができる時間帯

　　　　�（変更前）駐車場１　９時30分から22時まで

　　　　　　　　　駐車場２　９時30分から22時まで

　　　　　　　　　駐車場３　９時30分から22時まで

　　　　�（変更後）駐車場１　24時間（一部６時から22時まで）

　　　　　　　　　駐車場２　24時間（一部６時から22時まで）

　　　　　　　　　駐車場３　６時から22時まで

　　ウ　荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

　　　　�（変更前）９時から21時まで

　　　　�（変更後）荷さばき施設１　６時から22時まで

　　　　　　　　��荷さばき施設２　22時から６時まで

３��変更する年月日

　　２⑴　　令和７年６月２日

　　２⑵ア　令和６年10月18日

　　２⑵イ　令和６年10月18日

　　２⑵ウ　令和６年10月18日　

４��変更する理由

　　店舗運営計画の見直しのため

５��届出年月日

　　令和６年10月２日
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６��届出等の縦覧場所

　　石川県商工労働部経営支援課、石川県行政情報サービスセンター及び野々市市地域政策部地域振興課

７��届出等の縦覧期間

　　令和６年10月15日から令和７年２月15日まで

８��意見書の提出期限及び提出先並びに問合せ先�

　　令和７年２月15日

　　金沢市鞍月１丁目１番地

　　石川県商工労働部経営支援課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

土地改良区の役員退任公告

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、次のとおり土地改良区の役員が退任した旨の届

出があった。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　河北潟干拓土地改良区

職　名 氏　　名 住　　　　　　　　所 退�任�年�月�日

理　　事 西　村　和　也 白山市新田町134番地３ 令和６年９月９日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

土地改良区の役員就任公告

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、次のとおり土地改良区の役員が就任した旨の届

出があった。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

　河北潟干拓土地改良区

職　名 氏　　名 住　　　　　　　　所 就�任�年�月�日

理　　事 福　井　一　浩 金沢市八田町中433番地 令和６年９月10日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県営土地改良事業に係る換地計画の決定及び縦覧公告

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第１項の規定により、次のとおり県営土地改良事業に係る換地計

画を定めたので、その関係書類を令和６年10月16日から同年11月14日まで縦覧に供する。

　なお、この決定については、土地改良法第89条の２第４項において準用する同法第87条第６項の規定により、縦覧

期間満了の日の翌日から起算して15日以内に知事に審査請求をすることができる。また、この決定を知った日の翌日

から起算して６か月以内に、石川県を被告として（訴訟において石川県を代表する者は、石川県知事となる。）この

決定の取消しの訴えを提起することができる。ただし、審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、石川県を被告として、この決定の取消しの訴えを提起することが

できる。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

事　�業�　名 地�区�(工�区)�名 縦覧に供する書類 縦　覧　場　所

県営ほ場整備事業

（面的集積型）

鳥越大日地区

（別宮出工区）
換地計画書の写し

石川県石川農林総合事務所

土地改良部計画課

〃
〃

（杉森工区）
〃 〃

〃
〃

（相滝工区）
〃 〃
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入　札　公　告

　次のとおり一般競争入札を実施する。

　　令和６年10月15日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩

１　一般競争入札に付する事項

　⑴　契約件名

　　　ベル式429型ヘリコプター耐空証明更新整備

　⑵　業務内容

　　　入札説明書による。

　⑶　履行期限

　　　令和７年３月21日

２　入札に参加する者に必要な資格に関する事項

　�　この入札に参加することができる者は、平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契

約に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等（平成

９年石川県告示第581号）に基づき、令和６年度において競争入札参加者資格を有する者で、次に掲げる条件の全

てに該当し、かつ、知事によりこの契約に係る入札参加資格の確認を受けたものであること。

　⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

　⑵　県の指名停止措置を受けていない者であること。

　⑶��次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。

　　ア�　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結

する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

�（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者

　　イ�　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員が経営に実質的に関与している者

　　ウ�　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力

団又は暴力団員の利用等をしている者

　　エ�　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的に暴

力団の維持運営に協力し、又は関与している者

　　オ��役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

　⑷�　航空機製造事業法（昭和27年法律第237号）第２条の２の規定による事業の許可及びベル式429型機について、

同法第９条第１項の規定による修理方法の認可を受けている者であること。

　⑸　当該整備の仕様書の内容を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることなく履行できる者であること。

３　入札者に要求される義務

　�　入札者は、入札参加資格確認申請書を提出しなければならない。入札参加資格確認申請書には、仕様書に定めら

れる業務内容を公正かつ的確に遂行し得る者であることについて証明する書類を添えて令和６年10月28日（月）ま

でに５⑴の提出場所に提出すること。

　　なお、契約担当者から当該書類に関し説明を求められた場合には、これに応じなければならない。

４　入札参加資格の確認結果の通知

　　確認結果の通知は、令和６年10月29日（火）までに入札参加資格確認結果通知書の郵送等により行う。

５　入札書の提出場所等

　⑴　入札書及び入札参加資格確認申請書の提出場所、仕様書等の交付場所及び問合せ先

　　　〒920－8553　金沢市鞍月１丁目１番地

　　　石川県警察本部庁舎４階　会計課　電話番号　076－225－0110（内線2275）

　⑵　仕様書等の交付方法

　　　⑴の交付場所において交付

　⑶　入札書の受領期限

　　�　令和６年10月30日（水）正午（郵送の場合は、書留郵便とし、受領期限内必着とする。宛先は、⑴の提出場所

令和６年 10 月 15 日（火曜日） 第１３７４９号 7石 川 県 公 報



とする。）

　⑷　開札の日時及び場所

　　　令和６年10月30日（水）午後２時　石川県警察本部庁舎４階　401会議室

６　入札方法　

　�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分

の100に相当する金額を入札書に記載すること。

７　落札者の決定方法

　�　石川県財務規則（昭和38年石川県規則第67号）第119条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

８　入札に関する注意事項

　⑴　入札参加者は、入札当日、入札参加資格確認結果通知書を提示すること。

　⑵　入札参加者は、仕様書、契約書案その他関係書類を熟覧の上、入札すること。

　⑶�　入札参加資格を有すると認められた者が入札を希望しないときは、入札に参加しないことができる。この場合

において、県は、入札に参加しないことを理由に不利益な取扱いは行わない。

９　入札の無効

　�　この公告に示した競争入札参加者資格のない者の提出した入札書、入札者に要求される義務を履行しなかった者

の提出した入札書その他入札説明書に示す無効の入札書に掲げる入札書は、無効とする。

10　契約書作成の要否

　　要

11　入札保証金及び契約保証金

　　免除
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